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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本企業の人的資源管理の変化・変容と大学における職業的レリバンスの懸隔を
補整することを目的として実施された。具体的には、日本企業の人的資源管理、とくに、地方中小・中堅企業の雇用戦
略の変化・変容の様態を析出し、そこで発見されたインプリケーションを大学における職業的レリバンス形成にビルト
・インすることで、より「実践的」「戦略的」な職業的レリバンス形成を可能とする教育プログラムの開発を行なった
。

研究成果の概要（英文）：The main purpose of this study is to develop a college student's career education 
program. The feature of this educational program is the point that the trend of human resource administrat
ion is reflected in the educational program.
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１．研究開始当初の背景 
 
（1）企業の人的資源管理の変化・変容に影
響されこのような「日本的雇用システム」の
制度や内容、構成は、近年、変化・変容して
いる。その結果、大学生が大学生活を通じ修
得すべき適性や能力はこれまでとは大きく
変化してきている。 
 
（2）ユニバーサル段階を迎えた大学は、現
在、学校から職場への移行支援を喫緊の課題
としている。しかし、日本企業の人的資源管
理の変化・変容にもかかわらず、大学で実施
される職業的レリバンス形成やキャリア形
成支援は必ずしもその実相をとらえている
とは言えない。 
 
（3）したがって、本研究では、職業レリバ
ンスやキャリア形成支援のより「実践的」「戦
略的」な職業教育・キャリア教育制度を設
計・構築することで、日本企業の人的資源管
理と職業的レリバンス形成の懸隔を補整す
ることを試みた。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、日本企業の人的資源管理の変
化・変容と大学における職業的レリバンスの
懸隔を補整することを目的とした。 
 具体的には、日本企業の人的資源管理、と
くに、地方中小・中堅 企業の雇用戦略の変
化・変容の様態を析出し、そこで発見された
インプリケーションを大学における職業的
レリバンス形成にビルト・インすることで、
より「実践的」「戦略的」な職業的レリバン
ス形成を可能とする教育プログラムを開発
した。 
 
３．研究の方法 
 
（1）本研究は、企業チームと教育チームに
大別され、両チームを研究代表者（中川誠士）
が統括するといった研究組織のもと研究を
遂行した。 
（2）研究は理論研究と実証研究から構成さ
れた。 
 理論研究においては、それぞれの研究者が
自身の研究の過程で明確化してきた問題意
識を研究課題の文脈に立ち再構成・再構築し
た。理論研究では、問題意識と理論仮説を実
証・実態レベルに具体化するための前提を獲
得した。 
 実証研究は量的研究と質的研究から構成
され、両チームとも両アプローチを通じイン
プリケーションの析出を行なった。 
 企業チームは、統計資料の分析や個別企
業・ハローワークの実態調査を通じ、また、
教育チームは、質問調査や大学におけるセミ
ナーの実施や大学就職部・キャリアセンター
へ調査を通じ理論仮説の妥当性の検証と実

証研究を通じて理論仮説を証明した。 
 
４．研究成果 
 
（１）本研究は、日本企業の人的資源管理の
変化・変容と大学における職業的レリバンス
の懸隔を補整することを目的として実施さ
れた。具体的には、日本企業の人的資源管理、
とくに、地方中小・中堅企業の雇用戦略の変
化・変容の様態を析出し、そこで発見された
インプリケーションを大学における職業的
レリバンス形成にビルト・インすることで、
より「実践的」「戦略的」な職業的レリバン
ス形成を可能とする教育プログラムの開発
を行なった。 
 
（２）地方労働市場の研究（企業チーム）で
は、とくに、九州に拠点を置く自動車ディー
ラーの営業職に対する人的資源管理の近年
の動向と課題を明らかにした。インタビュー
調査においては、とくに「地域性」「地域に
おける文脈（コンテクスト）」に重点を置き
調査を行った。インタビュー調査では、九州
という「地域」の中で、「地域」がもつコン
テクストに親和的な営業職の育成といった
人的資源管理の特徴を析出することができ
た。インタビュー調査に基づく質的研究と同
時に、地域性が大学生の雇用問題に与える影
響に対して量的な研究が実施された。 
 
（３）大学におけるキャリア教育（教育チー
ム）では、福岡大学の学生に対する教育実践
（キャリア教育）を通じ、「職業的レリバン
ス」を強く意識した教育プログラムの開発を
行なった。教育実践では、企業チームが明ら
かにした、人的資源管理の近年の変化をその
教育実践に折り込むことで、より「地域」と
いった文脈を意識したプログラムの開発を
行なった。 
  
（４）本研究における研究成果およびその社
会への還元は、大学生に対する入門書の刊行
によっておこなった。（『大学生になるってど
ういうこと―学習・生活・キャリア形成』（大
月書店、2014 年））また、「福岡県男女共同
参画センター 平成 25 年度 大学連携・
若年者スタート事業・シリーズ働くを考え
る」においてその研究成果の一部を社会に
還元した。 
 
（５）研究代表者及び研究分担者は以下のよ
うな研究を実施した。 
①中川：主に、人的資源管理の経営学説史研
究を担当し、アメリカ（主にテイラー）およ
び日本（主に馬場克三）の経営学説の検討を
行った。 
②藤野：九州に拠点をおく企業へのインタビ
ュー調査を実施し、人的資源管理の近年の動
向を明らかにした。 
③島内：自動車ディーラーの営業職の育成の



あり方と近年の動向を、インタビュー調査に
よって明らかにした。 
④原 ：経済及び社会の動向が、近年の企業
における雇用管理に与える影響に関して、就
業・賃金の側面から分析した(労働需要面)。
新規大卒者の雇用動向に対して、家庭環境が
与える影響についてデータに基づき検討し
た(労働供給面)。 
⑤寺崎：大学で学ぶことの意味や学びをどう
保証するかという高等教育の質保証に関す
る議論と、大学出口でのスムーズな労働市場
への参入を目的とするキャリア教育の議論
との接合を目指し、教育実践を通して方法
的・理論的な検討を深めた。 
⑥植上：大学生・大学卒業生への聞き取り調
査、大学生のキャリア形成に関する教育実践
とその分析などを中心に実施し、その成果を
研究会・学会での報告、著書や報告書の作成
という形でまとめた。 
⑦杉田：地方に所在する、入試による選抜性
の低い大学に通う学生の進路選択と初期キ
ャリアの構築過程を明らかにするために、金
沢大学大学院教育学研究科（修士課程）の黒
田恵子とともに、ある保育系私立大学を 2012
年に卒業した若者たち8名を対象としたイン
タビュー調査を計画し、実施した。 
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